
不正使用発生要因の防止チェック

ルールが明確化・統一化されているか？

ルールが関係者に周知されているか？

ルールと運用の実態が乖離していないか？ ○ 実態が，作成したリーフレット及び関係規程等と乖離していないかを確認し，必要に応じて体
制の見直し並びに規程等の改正を行う。

事務処理に関する研究者と事務職員の権限と責任が明確に定まっている
か？

決裁手続が複雑で責任の所在が不明確でないか？

事務分担の実態と職務分掌の間に乖離が生じていないか？ ○ 実態が，関係規程等と乖離していないかを確認し，必要に応じて体制の見直し並びに規程等
の改正を行う。

研究費の不正使用問題に対する関係者の意識が低くないか？

関係者の行動規範やルールの理解度について確認できているか？

学内外から研究費不正使用に関する窓口が設置されているか？ ○ 設置した機関内外からの告発等に係る窓口について，必要に応じて見直しを図るとともに，
公式ホームページに情報を掲載する。

研究費不正使用に係る調査の体制・手続等を明確に示した規程等が整備さ
れているか？

○

○

関係規程等に基づき，研究費不正使用の際の調査体制，手続等が明確に実行されているか
を確認し，必要に応じて体制の見直し及び規程等の改正を行う。
関係規程等に基づき，懲戒に関する手続き等が明確に実行されているかを確認し，必要に応
じて体制の見直し及び規程等の改正を行う。

予算執行が特定の時期に集中していないか？

競争的資金が集中している部局・研究室を把握できているか？

研究者個人依存度が高い，あるいは閉鎖的な職場環境や，牽制が効きづら
い研究環境になっていないか？

競争的資金による研究等を円滑に開始できる体制が整備されているか？ ○

○

研究費を計画どおり執行できるよう，必要に応じて，各種手続き等を円滑に対応できる体制
の見直しを図る。
正当な理由による研究費執行の遅延が生じた時には，場合により繰越制度等が活用できる
ことを周知・徹底する。
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作成したリーフレット等について，学内説明会での活用や関係者への配付，ホームページへ
の掲載を実施する。
研究費の運営・管理に関わる全ての構成員を対象に，コンプライアンス教育を実施し，ルー
ルの周知・徹底を図る。

Ⅱ．職務権限の明確化（ガイドライン第２節３関連） 関係規程等に基づき，研究者と事務職員の権限と責任体制が明確に機能しているかを確認
し，必要に応じて見直しを図る。
関係規程等に基づき，職務権限に応じた決裁手続に関する責任体制が明確に機能している
かを確認し，必要に応じて見直しを図る。
必要に応じ，権限と責任，決裁手続に関する経路図等を作成し，明確化を図る。

１．予算の執行管理の整備 必要に応じて，研究費の執行状況の把握が可能な体制・仕組みの見直しを図る。
定期的に研究費の執行状況を把握し，執行率が低い研究者に対しては，計画的な執行を行
うよう，指導する。

Ⅲ．コンプライアンス教育・啓発活動の実施（関係者の意識の
向上と浸透）（ガイドライン第２節１関連）

策定した行動規範について，必要に応じて見直しを行い，関係者への周知・徹底を行う。
ホームページ等において公表している情報を整理し，分かりやすい情報提供を実施する。
研究費の運営・管理に関わる全ての構成員を対象に，コンプライアンス教育を実施し，行動
規範やルールを周知するとともに，理解度調査や誓約書等の徴収を行い，理解度や受講状
況を把握する。
コンプライアンス教育は，共通事項のみならず，各部局の特色・実情等に応じ，必要な教育を
実施する。
不正を起こさせない組織風土を形成するために、全ての構成員に少なくとも四半期に１回程
度啓発活動を実施し、不正防止に向けた意識の向上と浸透を図る。また、競争的研究費等
により謝金、旅費等の支給を受ける学生等にも、研究倫理教育等を通して不正防止に向けた
意識の向上と浸透を図る。

Ⅳ．告発等の取扱い，調査及び懲戒に関する規程の整備及び
運用の透明化（ガイドライン第２節４関連）

Ⅴ．研究費の適正な運営・管理活動（ガイドライン第４節関連）

「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実
施基準）」において取組むこととされている事項

令和7年度不正使用防止計画

Ⅰ．ルールの明確化・統一化（ガイドライン第２節２関連） ○

○

○

○

○

○
○
○

○

○
○
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発注段階で支払い財源が特定されているか？ ○ 必要に応じて，支払い財源を特定したうえで発注を行う体制の見直しを図る。

業者の癒着を防止する対策が講じられているか？

教員と取引先とが日常的に接触する機会が多くないか？

同一の研究室における，同一業者・同一品目の多頻度取引，特定の研究室
のみでしか取引実績のない業者や特定の研究室との取引を新規に開始し
た業者に発注が偏っていないか等，発注状況を確認できる体制が整備され
ているか？

不正に関与した業者に対する処分方針を定めているか？ ○ 不正に関与した業者に対する処分方針について，業者への周知を徹底する。

発注・検収業務における当事者以外の者によるチェックシステムが構築され
ているか？

検収後，納品されないまま業者が持ち帰り，代金のみ請求されていない
か？

受領印による確認のみや事後抽出による現物確認の不徹底など，検収業
務が形骸化していないか？

データベース・プログラム・デジタルコンテンツ作成，機器の保守・点検等，
特殊な役務契約に対する検収が十分であるか？

○ 特殊な役務に関する検収手続きについて，必要に応じて見直しを図るとともに，ルールの周
知・徹底を図る。

換金性の高い物品について，適切な管理方法が定められているか？ ○ 換金性の高い物品における適切な管理方法について，必要に応じて見直しを図るとともに，
ルールの周知・徹底を図る。

３．雇用・謝金に係る管理体制の整備 研究支援者等の勤務実態を事務側で把握できているか？ ○

○

事務部門において，非常勤職員の雇用管理（労働条件の通知，出勤簿管理，成果物の確認
等）を行う。
事務部門において，謝金に係る業務管理（聴講表確認，出勤表管理，成果物の確認等）を行
う。
謝金の支払手続き等のルールについて，研究者等への周知・徹底を図る。

４．旅費に係る管理体制の整備 研究者の出張計画の実行状況等を部局等の事務で把握できているか？ ○

○
○

○

出張報告において，用務内容，訪問先，宿泊先，面談者等が確認できる報告書の提出を徹
底する。
出張報告において，証拠書類の提出を徹底する。
必要に応じて用務先に確認を行うなど，引き続き事実確認や受給額の適切性の確認を強化
する。
研究者の出張計画の実行状況等において，複数の担当者によるチェックを行うなど，管理体
制を徹底する。
旅行命令の手続き等のルールについて，研究者等への周知・徹底を図る。

５．立替払に係る管理体制の整備 ルールが周知されておらず，立替払いができない経費での精算請求がなさ
れていないか？

○ 立替払の要件，手続き等のルールについて，研究者等への周知・徹底を図る。

研究費の使用に関するルールや事務処理手続き等について，相談を受け
付ける窓口が設置されているか？

○ 設置した窓口について，周知・徹底を図る。

相談窓口が周知されているか？

研究費不正使用防止に関する方針等が学外に公表されているか？ ○ 研究費不正使用防止に関する方針及び関係規程等について，学内外への周知・徹底を図
る。

組織全体の視点からのモニタリング・監査制度が整備されているか？ ○
○

○

各種事務手続きについて，本学のルールとの適合性・適切性等に係る監査を行う。
不正防止計画推進室と連携し，不正発生要因を把握し，当要因に応じた監査計画を立案す
るとともに，随時見直し，効率化・適正化を図る。
不正発生要因に対して，リスクアプローチ監査を行う。

Ⅶ．モニタリング・内部監査の在り方（ガイドライン第６節関連）

２．発注・納品・検収業務に係る管理体制の整備

債務確認を行うなど取引状況の確認を行い，特定の業者との癒着の防止を図る。
関係規程等に定めた業者との癒着防止に係る処分方針等のルールについて，業者に周知
するとともに，誓約書の徴収を徹底する。

検収手続きについて，必要に応じて見直しを図るとともに，関係者への周知・徹底を図る。

○
○

○

Ⅵ．情報発信・共有化の推進（ガイドライン第５節関連）
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不正発生要因の防止チェック

定期的な研究倫理教育が実施されているか？ ○

○

日本学術振興会が提供する「研究倫理eラーニングコース「eLCoRE」」を定期的に受講させ
る。（5年ごとに受講）
上記eラーニングコースを受講しない者（受講後５年以内の者）は小テストを受講させる。

○

〇

研究不正の事例を収集しこれらの情報を共有することにより研究不正防止意識の啓発を図
る。

学生等に対しても研究倫理教育等を通した不正防止に向けた意識の向上と浸透を図る。

研究不正行為に対する相談・通報等の窓口は周知されているか？ ○ 設置した窓口について，周知・徹底を図る。

令和7年度不正使用防止計画

Ⅰ．研究倫理教育等の実施

Ⅱ．研究不正行為の告発の受付

「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライ
ン」において取組むこととされている事項
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